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多文化子育て支援の研究  
 

 



～ はじめに ～ 
1990 年代の外国人居住者や国際結婚の増加に伴い、保育所や幼稚園においては、外国籍や日

本国籍でも日本語を母語としない多文化な家族の園児が増えてきました。 そのような状況を踏まえ

て、2000 年に私達は関係各所のご協力を得て、主に園児の多文化な保護者を対象にした日本で初

めての 11 言語 12 種類の母語による調査票を用いて、多文化子育て生活の実態調査を行いました。 

 

この間、多文化な家族への支援は変化し、園や学校、保健医療機関への通訳派遣や母語教育の

重要性が認識されて、各園や行政、関連機関、ボランティア団体での様々な取り組みがなされていま

す。しかしながら、全国的には地域によって実情が異なっており、近年は不況の影響を受けて、経済

的・精神的にも困難な状況にある多文化な家族が増えています。 

 

そこで、2011 年には、関東と関西地区の『第 1 回多文化子育て調査』にご協力いただいた市区町

村を中心にして、保護者・保育者と子どもが共生する園生活や子育て生活、日ごろの支援環境の現

況を明らかにするために、『第 2 回多文化子育て調査』を実施しました。 

さらに、2012 年には、本調査の回答者の中で多数を占め、日本との交流が深い韓国・台湾・中国

本国においても同様な調査を協同研究者と共に進めました。同時に、日本の保護者が対象の日本

調査を含む４つの国際比較調査を行いました。 

本報告書では、それら５つの調査結果の概要を図表で解説しながらご報告します。 

 

各調査の実施にあたりましては、日本国内および韓国・台湾・中国において、お忙しいご公務の中

を、多くの園の先生を中心にして、自治体、関連機関やボランティア団体の皆様から心からのご援助

をいただきました。 また、回答をお寄せくださった園児の保護者の方々に深く感謝申し上げます。 

 

すでに、2013 年の発行から 5 年を経ても、報告書全文の閲覧を希望なさる研究者からご連絡をい

ただきます。 このたび、ダイジェスト版ではなくて、本報告書の日本語と英語版を公開いたしました。 

 

近年、多様な民族が共存する欧米やオセアニアの多文化国家においても、アジア出身の家族が

地域で急増しています。日本を含むアジアの子育て文化や情報環境をお互いに共通理解すること

は、世界各地での多文化子育てを展望することにもつながります。この経年比較の調査結果が、これ

からも、日本や海外で多文化な環境を生きる子ども達へのより良い保育・教育環境づくりを目ざすた

めの基礎資料となり、園・地域・自治体での支援のあり方を考える一助になれば幸いです。 
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